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１．適用される規程等

(1) 国立大学法人琉球大学職員退職手当規程

(2) 国家公務員退職手当法、同施行令、関係省令など

２．退職手当の計算

基本額　＝　退職日本給月額　×　支給率

退職日本給月額　＝　本給月額　＋　本給の調整額

本給月額　→　基本給のこと

本給の調整額　→　大学院担当、病院の特殊業務など

支給率（退職理由別・勤続期間別割合に調整率を乗じた率、１１ページ参照）

調整額　＝　調整基本額　×　月数（最大で６０月）

調整基本額（１３ページ参照）

３．勤続期間

(1) 職員となった日の属する月から退職した日の属する月までの引き続いた在職期間

(4) 在職期間に１年未満の端数がある場合は、切り捨てる。

４．支給

(1) 退職の日から起算して原則１か月以内に支給される。

(2) 所得税、住民税、共済借入金残額等が控除される。

(3) 法人化前に、地方公務員から引き続いて職員になった者で地方公務員を退職するとき
に退職手当を受給しなかった場合は、地方公務員の期間を勤続期間に通算する。

退職手当額決定の概略

基本額 調整額

退職日の額

(2) 休職・停職の期間、育児休業をした期間の２分の１（育児休業で子が満１歳に達
するまでの期間及び育児短時間勤務の期間は３分の１）の期間が除算される。

退職手当
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国立大学法人琉球大学職員退職手当規程（抜粋） 

（目的） 

第１条 この規程は，国立大学法人琉球大学職員就業規則（以下「就業規則」という。）

第３４条第２項の規定に基づき，国立大学法人琉球大学（以下「本学」という。）の

職員（就業規則第２６条の規定により採用された職員を除く。以下「職員」という。）

に対する退職手当の支給に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

(退職手当の支給等） 

第２条 この規程による退職手当は，職員が退職（解雇された場合による退職を含む。

以下同じ。）した場合に，その者（死亡による退職の場合には，その遺族）に支給す

る。 

２～３   略 

４ 次条及び第７条の３の規定による退職手当は，職員が退職した日から起算して１月

以内に支払わなければならない。ただし，死亡により退職した者に対する退職手当の

支給を受けるべき者を確認することができない場合その他特別の事情がある場合は，

この限りでない。 

(退職手当の額） 

第２条の２ 退職した者に対する退職手当の額は，次条から第７条までの規定により計

算した退職手当の基本額に，第７条の２の規定により計算した退職手当の調整額を

加えて得た額とする。 

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本額） 

第３条 次条又は第５条の規定に該当する場合を除くほか，退職した者に対する退職手

当の基本額は，退職した日におけるその者の本給月額並びに本給の調整額及び教職

調整額の月額の合計額（国立大学法人琉球大学年俸制（Ⅰ）適用教員給与規程及び国

立大学法人琉球大学年俸制（Ⅱ）適用教員給与規程の適用を受ける大学教員にあって

は，当該教員が採用の時から教育職本給表（一）が適用される教員であったものとし

て国立大学法人琉球大学職員給与規程等により再計算した場合に退職日に受け取る

こととなる本給月額及び本給の調整額の月額の合計額）（以下「退職日本給月額」と

いい，職員が休職，停職，減給その他の理由によりその者の退職日本給月額の一部又

は全部を支給されない場合においては，これらの理由がないと仮定した場合において

その者が受けるべき退職日本給月額とする。）に，その者の勤続期間を次の各号に区

分して，当該各号に掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする。 

(1) １年以上１０年以下の期間については，１年につき１００分の１００
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(2) １１年以上１５年以下の期間については，１年につき１００分の１１０

(3) １６年以上２０年以下の期間については，１年につき１００分の１６０

(4) ２１年以上２５年以下の期間については，１年につき１００分の２００

(5) ２６年以上３０年以下の期間については，１年につき１００分の１６０

(6) ３１年以上の期間については，１年につき１００分の１２０

２ 略 

（１１年以上２５年未満勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本額） 

第４条 １１年以上２５年未満の期間勤続した者であって，次に掲げるものに対する退

職手当の基本額は，退職日本給月額に，その者の勤続期間の区分ごとに当該区分に応じ

た割合を乗じて得た額の合計額とする。 

(1) 就業規則第２５条の規定により退職した者（同規則同条第３項の規定により定年の

特

例について，特に必要があると認められ別に定められた期限の到来により退職した者を

含む。）  

(2)～(4)   略  

２ 前項の規定は，１１年以上２５年未満の期間勤続した者で，通勤（労働者災害補償

保険法（昭和２２年法律第５０号）第７条第２項に規定する通勤をいう。以下同じ。）

による傷病により退職し，死亡（業務上の死亡を除く。）により退職し，又は定年に

達した日以後,その者の非違によることなく退職した者（前項の規定に該当する者を

除く。）に対する退職手当の基本額について準用する。 

３ 第１項に規定する勤続期間の区分及び当該区分に応じた割合は，次のとおりとす

る。 

(1) １年以上１０年以下の期間については，1 年につき１００分の１２５

(2) １１年以上１５年以下の期間については，1 年につき１００分の１３７．５

(3) １６年以上２４年以下の期間については，1 年につき１００分の２００

（２５年以上勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本額） 

第５条 次に掲げる者に対する退職手当の基本額は，退職日本給月額に，その者の勤続

期間の区分ごとに当該区分に応じた割合を乗じて得た額の合計額とする。 

(1) ２５年以上勤続し，就業規則第２５条の規定により退職した者（同規則同条第３項

の規定により定年の特例について，特に必要があると認められ別に定められた期限

の到来により退職した者を含む。）

 (2)～(7)   略 

２ 前項の規定は，２５年以上勤続した者で，通勤による傷病により退職し，若しくは

解雇され，死亡により退職し，又は定年に達した日以後，その者の非違によることな

く退職した者（前項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額につい
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て準用する。 

３ 第１項に規定する勤続期間の区分及び当該区分に応じた割合は，次のとおりとす

る。 

(1) １年以上１０年以下の期間については，１年につき１００分の１５０

(2) １１年以上２５年以下の期間については，１年につき１００分の１６５

(3) ２６年以上３４年以下の期間については，１年につき１００分の１８０

(4) ３５年以上の期間については，１年につき１００分の１０５

（退職手当の基本額の最高限度額）  

第６条 第３条から第５条までの規定により計算した退職手当の基本額が退職日本給

月額に６０を乗じて得た額を超えるときは，これらの規定にかかわらず，その乗じ

て得た額をその者の退職手当の基本額とする。  

（退職手当の基本額の調整） 

第７条 当分の間,次の各号に該当する場合には,第３条から前条までの規定により計

算した退職手当の基本額にかかわらず,次の各号により計算した額とする。 

(1) ３５年以下の期間勤続して退職した者に対する退職手当の基本額は，第３条か

ら第５条の３まで及び附則第７項から第１１項までの規定により計算した額に１

００分８３．７を乗じて得た額とする。 

この場合において，第７条の３第１項中「第５条の２」とあるのは，「第５条の２，

第７条第１号」とする。 

(2) 略

(3) ３５年を超える期間勤続して退職した者で第５条又は附則第８項の規定に該当

する者に対する退職手当の基本額は，当分の間，その者の勤続期間を３５年として

第１号の規定の例により計算して得られる額とする。 

(4) 略

（退職手当の調整額） 

第７条の２ 退職した者に対する退職手当の調整額は，その者の基礎在職期間（第５条

の２第２項に規定する基礎在職期間をいう。以下同じ。）の初日の属する月からその者

の基礎在職期間の末日の属する月までの各月（就業規則第２２条第１項の規定による休

職（職務上の傷病による休職，通勤による傷病による休職，職員を国家公務員退職手当

法施行令（昭和２８年政令第２１５号。以下「退職手当法施行令」という。）第６条に

規定する法人その他これに準ずると学長が認める団体の業務に従事させるための休職

及び当該休職以外の休職であって職員を当該職員の職務に密接な関連があると認めら

れる学術研究その他の業務に従事させるためのもので当該業務への従事が職務の能率

的な運営に特に資するものとして学長が認める要件を満たすものを除く。），同規則第５
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５条第１項第３号の規定による停職，国立大学法人琉球大学職員の育児・介護休業等に

関する規程による育児休業（以下「育 児休業」という。）若しくは育児短時間勤務（以

下「育児短時間勤務」という。），国立大学法人琉球大学職員の自己啓発等休業に関す

る規程による自己啓発等休業（以下「自己啓発等休業」という。）その他これに準ずる

理由により現実に職務をとることを要しない期間のある月（現実に職務をとることを要

する日のあった月を除く。以下「休職月等」という。）のうち学長が認めるものを除く。）

ごとに当該各月にその者が属していた次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号

に定める額（以下「調整月額」という。）のうちその額が最も多いものから順次その順

位を付し，その第１順位から第６０順位までの調整月額（当該各月の月数が６０月に満

たない場合には，当該各月の調整月額）を合計した額とする。 

(1) 第１号区分  ９５，４００円 

(2) 第２号区分  ７８，７５０円 

(3) 第３号区分  ７０，４００円 

(4) 第４号区分  ６５，０００円 

(5) 第５号区分  ５９，５５０円 

(6) 第６号区分  ５４，１５０円 

(7) 第７号区分  ４３，３５０円 

(8) 第８号区分  ３２，５００円 

(9) 第９号区分  ２７，１００円 

(10) 第１０号区分  ２１，７００円 

(11) 第１１号区分  ０円 

２   略 

３ 第１項各号に掲げる職員の区分は，役職の職制上の段階，職務の級，階級その他職

員の職務の複雑，困難及び責任の度に関する事項を考慮して，別に定める。 

４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整額は，第１項の規定にかかわらず，当

該各号に定める額とする。 

(1) 退職した者のうち自己都合等退職者以外のものでその勤続期間が１年以上４年

以下のものの第１項の規定により計算した額の２分の１に相当する額 

(2) 退職した者のうち自己都合等退職者以外のものでその勤続期間が零のもの

零 

(3) 自己都合等退職者でその勤続期間が１０年以上２４年以下のもの  第１項の

規定により計算した額の２分の１に相当する額 

(4) 自己都合等退職者でその勤続期間が９年以下のもの  零 

５   略 

（退職手当の額に係る特例） 

第７条の３ 第５条第１項に規定する者で次の各号に掲げる者に該当するものに対す
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る退職手当の額が退職の日におけるその者の基本給月額に当該各号に掲げる割合を

乗じて得た額に満たないときは，第２条の２，第５条，第５条の２及び前条の規定

にかかわらず，その乗じて得た額をその者の退職手当の額とする。 

(1) 勤続期間１年未満の者  １００分の２７０ 

(2) 勤続期間１年以上２年未満の者   １００分の３６０ 

(3) 勤続期間２年以上３年未満の者   １００分の４５０ 

(4) 勤続期間３年以上の者  １００分の５４０ 

２ 前項の「基本給月額」とは，本給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域

手当及び広域異動手当の月額の合計額をいう。 

（勤続期間の計算） 

第８条 退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算は，職員としての引き続いた在職

期間による。 

２ 前項の規定による在職期間の計算は，職員となった日の属する月から退職した日の

属する月までの月数による。 

３ 職員が退職した場合（第１２条第１項各号のいずれかに該当する場合を除く。）に

おいて，その者が退職の日又はその翌日に再び職員になったときは，前２項の規定に

よる在職期間の計算については，引き続いて在職したものとみなす。 

４ 前３項の規定による在職期間のうちに休職月等が１以上あったときは，その月数の

２分の１に相当する月数（育児休業をした期間（当該育児休業に係る子が１歳に達し

た日の属する月までの期間に限る。）及び育児短時間勤務をした期間については，そ

の月数の３分の１に相当する月数，自己啓発等休業をした期間（当該自己啓発等休業

に係る大学等における修学又は国際貢献活動の内容が職務の能率的な運営に特に資

するものとして学長が認める要件を満たすことについて，当該休業期間の初日の前日

までに学長が認めたものを除く。）その他別に定める事由により現実に職務をとるこ

とを要しなかった期間については，その月数）を前３項の規定により計算して得た在

職期間から除算する。 

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には，他の国立大学法人，大学

共同利用機関法人，独立行政法人国立高等専門学校機構，独立行政法人大学改革支援・

学位授与機構，放送大学学園（旧独立行政法人メディア教育開発センターから引き続

いて職員となった者に限る。），国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（同機構就業

規則に規定する教育職職員に限る。）及び独立行政法人大学入試センター（以下「他

の国立大学法人等」という。）に使用される者が引き続いて職員となったときにおけ

るその者の他の国立大学法人等に使用される者としての引き続いた在職期間（当該

他の国立大学法人等の退職手当（これに相当する給付を含む。）に関する規定におい

て当該他の国立大学法人等に使用される者としての在職期間に含めることとされて

いる他の機関における在職期間を含む。ただし，当該他の国立大学法人等において退
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職手当相当額が含まれる年俸を受給する職員として在職していた期間があるときは，

当該期間を除く。次項の場合において同じ。）を含むものとする。この場合において，

その者の他の国立大学法人等に使用される者としての引き続いた在職期間の計算に

ついては，前４項の規定を準用する。ただし，退職により，この規定による退職手当

に相当する給付の支給を受けているときは，当該給付の計算の基礎となった在職期

間は，その者の他の国立大学法人等に使用される者としての引き続いた在職期間に

は含まないものとする。 

６ 職員が第１９条第２項の規定により退職手当を支給されないで他の国立大学法人

等に使用される者となり，引き続き他の国立大学法人等に使用される者として在職し

た後引き続いて再び職員となった者の第１項の規定による在職期間の計算について

は，先の職員としての在職期間の始期から後の職員としての在職期間の終期までの期

間は，職員としての引き続いた在職期間として計算する。 

７ 前各項の規定により計算した在職期間に１年未満の端数がある場合には，その端数

は，切り捨てる。ただし，その在職期間が６月以上１年未満（第３条第１項（傷病又

は死亡による退職に係る部分に限る。），第４条第１項又は第５条第１項の規定により

退職手当の基本額を計算する場合にあっては，１年未満）の場合には，これを１年と

する。 

８～９   略 

（国家公務員等として在職した後引き続いて職員となった者の在職期間の計算） 

第９条 職員のうち，学長の要請に応じ，引き続いて国，行政執行法人（独立行政法人

通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第４項に規定する特定独立行政法人をい

う。以下同じ。）若しくは地方公共団体（退職手当（これに相当する給付を含む。）に

関する条例において，職員が学長の要請に応じ，引き続いて当該地方公共団体に使用

される者となった場合に，職員としての勤続期間を当該地方公共団体に使用される者

としての勤続期間に通算することと定めている地方公共団体に限る。）又は国家公務

員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号。以下「退職手当法」という。）第７条の

２第１項に規定する公庫等（前条第５項に定める法人を除き，退職手当（これに相当

する給付を含む。）に関する規程において，職員が学長の要請に応じ，引き続いて当

該公庫等に使用される者となった場合に，職員としての勤続期間を当該公庫等に使用

される者としての勤続期間に通算することと定めている公庫等に限る。）（以下「国等

の機関」という。）に使用される者（以下「国家公務員等」という。）となるため退職

をし，かつ，引き続き国家公務員等として在職（その者が更に引き続き当該国家公務

員等以外の他の国等の機関に係る国家公務員等として在職した場合を含む。）した後

引き続いて再び職員となった者の前条第１項の規定による在職期間の計算について

は，先の職員としての在職期間の始期から後の職員としての在職期間の終期までの

期間は，職員としての引き続いた在職期間とみなす。 
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２ 国家公務員等が国等の機関の要請に応じ，引き続いて職員となるため退職し，かつ，

引き続いて職員となった場合におけるその者の前条第１項に規定する職員としての

引き続いた在職期間には，その者の国家公務員等としての引き続いた在職期間を含む

ものとする。 

３～５   略 

（懲戒解雇処分を受けた場合等の退職手当の支給制限） 

第１２条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは，学長は，当該退職

をした者（当該退職をした者が死亡したときは，当該退職に係る退職手当の額の支

払を受ける権利を承継した者）に対し，当該退職をした者が占めていた職の職務及

び責任，当該退職をした者が行った非違の内容及び程度，当該非違が本学に対する

信頼に及ぼす影響その他の事情を勘案して，当該退職手当の全部又は一部（第３号

に該当する場合においては，当該退職に係る退職手当の基本額の２分の１を限度と

する。）を支給しないこととする処分を行うことができる。  

(1) 懲戒解雇処分を受けて退職した者（諭旨解雇処分を受けて，催告期間内に勧告

に応じないため懲戒解雇された者を含む。） 

(2) 就業規則第２７条第１項第２号の規定により解雇された者

(3) 諭旨解雇処分を受けて，催告期間内に勧告に応じて退職した者

２～３   略

（退職手当の支払の差止め） 

第１３条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは，学長は，当該退職

をした者に対し，当該退職に係る退職手当の額の支払を差し止める処分を行うもの

とする。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定め

られているものに限り，刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定す

る略式手続によるものを除く。以下同じ。）をされた場合において，その判決の確

定前に退職をしたとき。 

(2) 退職をした者に対し，まだ当該退職手当の額が支払われていない場合におい

て，当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされた

とき。 

２ 退職をした者に対し，まだ当該退職に係る退職手当の額が支払われていない場合

において，次の各号のいずれかに該当するときは，学長は，当該退職をした者に対

し，当該退職手当の額の支払を差し止める処分を行うことができる。 

(1) 当該退職をした者の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関して，その者が

逮捕されたとき又はその者から聴取した事項若しくは調査により判明した事実に基

づきその者に犯罪があると学長が思料するに至ったときであって，その者に対し退
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職手当の額を支払うことが本学に対する信頼を確保する上で支障を生ずると認める

とき。 

(2) 学長が，当該退職をした者について，当該退職手当の額の算定の基礎となる職

員としての引き続いた在職期間中に懲戒解雇処分を受けるべき行為（在職期間中の

職員の非違に当たる行為であって，その非違の内容及び程度に照らして懲戒解雇処

分に値することが明らかなものをいう。以下同じ。）をしたことを疑うに足りる相

当な理由があると思料するに至ったとき。 

３～７   略 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限） 

第１４条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る退職手当の額が支払われていない

場合において，次の各号のいずれかに該当するときは，学長は，当該退職をした者

（第１号又は第２号に該当する場合において，当該退職をした者が死亡したとき

は，当該退職手当の額の支払を受ける権利を承継した者）に対し，第１２条第１項

に規定する事情及び同項各号に規定する退職をした場合の退職手当の額との権衡を

勘案して，当該退職手当の全部又は一部を支給しないこととする処分を行うことが

できる。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合にあっては，基

礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退職後に禁錮以上の刑に

処せられたとき。 

(2) 当該退職をした者が当該退職手当の額の算定の基礎となる職員としての引き続

いた在職期間中の行為に関し国立大学法人琉球大学常勤再雇用職員規程第１１条又

は国立大学法人琉球大学短時間再雇用職員規程第１０条の規定による懲戒解雇処分

（以下「再雇用職員に対する解雇処分」という。）を受けたとき。 

(3) 学長が，当該退職をした者（再雇用職員に対する解雇処分の対象となる者を除

く。）について，当該退職後に当該退職手当の額の算定の基礎となる職員としての

引き続いた在職期間中に懲戒解雇処分を受けるべき行為をしたと認めたとき。 

２～８   略

（退職をした者の退職手当の返納） 

第１５条 退職をした者に対し当該退職に係る退職手当の額が支払われた後において，

次の各号のいずれかに該当するときは，学長は，当該退職をした者に対し，第１２条第

１項に規定する事情のほか，当該退職をした者の生計の状況を勘案して，当該退職手当

の額の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うことができる。 

(1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に

処せられたとき。 

(2) 当該退職をした者が当該退職手当の額の算定の基礎となる職員としての引き続い
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た在職期間中の行為に関し再雇用職員に対する解雇処分を受けたとき。 

(3) 学長が，当該退職をした者（再雇用職員に対する解雇処分の対象となる職員を除

く。）について，当該退職手当の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在

職期間中に懲戒解雇処分を受けるべき行為をしたと認めたとき。 

２～３   略 

（職員が退職した後に引き続き職員となった場合等における退職手当の不支給） 

第１９条 職員が退職した場合（第１２条第１項各号のいずれかに該当する場合を除

く。）において，その者が退職の日又はその翌日に再び職員となったときは，この

規程による退職手当は，支給しない。 

２ 職員が，人事交流その他の事由によって，引き続いて他の国立大学法人等に使用

される者となった場合において，その者の職員としての勤続期間が，当該他の国立

大学法人等の退職手当（これに相当する給付を含む。）に関する規程により,その者

の当該他の国立大学法人等に使用される者としての勤続期間に通算されることに定

められているときは，この規程による退職手当は支給しない。 

３ 職員が第９条第１項の規定に該当する退職をし，かつ，引き続いて国家公務員等

となった場合又は同条第２項の規定に該当する職員が退職し，かつ，引き続いて国

家公務員等となった場合においては，この規程による退職手当は支給しない。 

４ 職員が，人事交流その他の事由によって，引き続いて国家公務員等となった場合

において，その者の職員としての勤続期間が，当該国等の機関の退職手当（これに

相当する給付を含む。）に関する規程によりその者の当該国等の機関における国家

公務員等としての勤続期間に通算されることに定められているときは，この規程に

よる退職手当は支給しない。 

５～６   略 

附 則 

１ この規程は，平成１６年４月１日から施行する。 

２～４   略 

５ 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）附則第４条の規定に基づき，職員と

なった者に対する第８条第１項の規定による勤続期間の計算については，平成１６年

３月３１日以前の国家公務員退職手当法の規定による退職手当算定の基礎となる在

職期間は，職員としての引き続いた在職期間とみなす。 

６   略 

７ 当分の間，第４条第１項の規定は，１１年以上２５年未満の期間勤続した者であっ

て，６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（大学教員及び同項

又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額について準用

する。この場合における第３条の規定の適用については，同条第１項中「又は第５条」
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とあるのは，「，第５条又は附則第７項」とする。 

８ 当分の間，第５条第１項の規定は，２５年以上の期間勤続した者であって，６０歳

に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（大学教員及び同条第１項又は

第２項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額について準用する。こ

の場合における第３条の規定の適用については，同条第１項中「又は第５条」とあるの

は，「，第５条又は附則第８項」とする。 

９～１０   略 

１１ 当分の間，第４条第１項第４号並びに第５条第１項第２号から第３号まで及び第

５号から第７号までに掲げる者に対する第５条の３及び第６条の３の規定の適用につ

いては，第５条の３並びに第６条の３の表第６条の項，第６条の２第１号の項及び第６

条の２第２号の項中「定年」とあるのは，「定年（大学教員にあっては６５歳とし，大

学教員以外の職員にあっては６０歳とする）」とする。 
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）

（
十
一
年
以
上
二
十
五
年
未
満
勤
続

）
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年
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定
退
職

（
一
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）
・
任
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了
・
事
務
都
合
退
職
・
公
務
外
死

亡
・
通
勤
傷
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等

整
理
・
応
募
認
定
退
職

（
二
号

）
・
公

務
上
死
亡
・
公
務
上
傷
病

（
二
十
五
年
以
上
勤
続

）

定
年
・
応
募
認
定
退
職

（
一
号

）
・
任

期
終
了
・
事
務
都
合
退
職
・
公
務
外
死

亡
・
通
勤
傷
病
等

年
1 0.5022 0.837 0.837 1.2555(3.6a)
2 1.0044 1.674 1.674 2.511(4.5a)
3 1.5066 2.511 2.511 3.7665(5.4a)
4 2.0088 3.348 3.348 5.022(5.4a)
5 2.511 4.185 4.185 6.2775
6 3.0132 5.022 5.022 7.533
7 3.5154 5.859 5.859 8.7885
8 4.0176 6.696 6.696 10.044
9 4.5198 7.533 7.533 11.2995
10 5.022 8.37 8.37 12.555
11 7.43256 9.2907 11.613375 13.93605
12 8.16912 10.2114 12.76425 15.3171
13 8.90568 11.1321 13.915125 16.69815
14 9.64224 12.0528 15.066 18.0792
15 10.3788 12.9735 16.216875 19.46025
16 12.88143 14.3127 17.890875 20.8413
17 14.08671 15.6519 19.564875 22.22235
18 15.29199 16.9911 21.238875 23.6034
19 16.49727 18.3303 22.912875 24.98445
20 19.6695 19.6695 24.586875 26.3655
21 21.3435 21.3435 26.260875 27.74655
22 23.0175 23.0175 27.934875 29.1276
23 24.6915 24.6915 29.608875 30.50865
24 26.3655 26.3655 31.282875 31.8897
25 28.0395 28.0395 33.27075 33.27075
26 29.3787 29.3787 34.77735 34.77735
27 30.7179 30.7179 36.28395 36.28395
28 32.0571 32.0571 37.79055 37.79055
29 33.3963 33.3963 39.29715 39.29715
30 34.7355 34.7355 40.80375 40.80375
31 35.7399 35.7399 42.31035 42.31035
32 36.7443 36.7443 43.81695 43.81695
33 37.7487 37.7487 45.32355 45.32355
34 38.7531 38.7531 46.83015 46.83015
35 39.7575 39.7575 47.709 47.709
36 40.7619 40.7619 47.709 47.709
37 41.7663 41.7663 47.709 47.709
38 42.7707 42.7707 47.709 47.709
39 43.7751 43.7751 47.709 47.709
40 44.7795 44.7795 47.709 47.709
41 45.7839 45.7839 47.709 47.709
42 46.7883 46.7883 47.709 47.709
43 47.709 47.709 47.709 47.709
44 47.709 47.709 47.709 47.709
45 47.709 47.709 47.709 47.709
（注１）（ ）内は、法第６条の５の最低保障である。
（注２）ａは、基本給月額であり、俸給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当等（又はこれらに相当する

手当）の月額合計額をいう。
（注３）法附則第21項から第23項まで及び昭和48年法律第30号附則第５項から第７項による退職手当の基本額の調

整（83.7/100)を含めた計数である。

国家公務員退職手当支給率早見表
（平成30年１月１日以降の退職）

勤
続
年
数

法第３条 法第５条
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役員本給表

級 適用範囲

役
職
加
算

級 適用範囲

役
職
加
算

級 適用範囲

役
職
加
算

級 適用範囲

役
職
加
算

級 適用範囲

役
職
加
算

級 適用範囲

役
職
加
算

級 適用範囲

役
職
加
算

号　数

第１区分 95,400 ９号数

第２区分 78,750 ８～４号数

第３区分 70,400 10 20 ３号数以下

第４区分 65,000 9 20 5
Ⅰ種かつ
役職加算20％

20

第５区分 59,550 8 20 5 役職加算20％ 20 4 20

第６区分 54,150 7 15 5 上記以外の者 15 5
20
15

4
Ⅳ種（14%以
上）

15 8 15 7 15

7 15

6 15

第８区分 32,500 5 10 5
総括的業務を
行う長

10 4 上記以外の者 10 4
15
10

3 Ⅳ種 10 5 Ⅳ種以上 10 5 10

3 Ⅴ種以上 10

特2 10

2 〈※１〉 10

4 5 4 5 3 5

3
在級期間が
120月を超える
者

5 3 5 2
在級期間が
360月を超え
る者

5

第11区分 0

琉球大学職員退職手当の調整額区分適用表

区分 調整月額

一般職本給表（一） 一般職本給表（二） 教育職本給表（一）
教育職基本年俸表（Ⅰ）
教育職基本年俸表（Ⅱ） 教育職本給表（三） 医療職本給表（二） 医療職本給表（三）

第７区分 43,350 6 15 64 役職加算15％ 15 15

第９区分 27,100 4 10 5 上記以外の者

4 Ⅳ種 15

10 3 10 3 10

第10区分 21,700 3 5 2 5

10 5
上記以外の
者

10 4

○ 役員本給表欄は、役員退職手当規程第８条第１項又は職員退職手当規程第１０条第２項の適用を受ける役員又は職員の役員在職期間について適用する。

2 5 2 〈※２〉 5

第1号区分から第10号区分までのいずれの職員の区分にも属しないこととなる者

○ この表は、令和2年4月1日以後に退職した者の平成18年4月1日以後の基礎在職期間について適用する。（この表は、国家公務員退職手当法施行令別表第１
（第6条の3関係）ロの表等をもとに作成したものである。平成18年3月31日以前については、別表第１イの表を参照。）

○ 適用範囲欄のローマ数字は管理職手当の適用区分を、役職加算欄の数値は期末・勤勉手当の基礎額となる役職段階別加算額の支給割合（%）を示す。
○ 本学においては、Ⅰ種及びⅣ種（14%以上）の適用なし。（「Ⅳ種（14%以上）」は、平成16年以降廃止（法人化前から本学は適用なし））
○ 〈※１〉：経験年数３０年（大学４卒）以上、〈※２〉：経験年数１２年（大学４卒）以上　（大学４卒以外の学歴を有する場合は、修学年数調整可）

13

JINJI018
テキストボックス
計算例：一般職本給表（一）の1級に4年，2級に4年，3級に10年，4級に14年，5級に3年在職して定年退職した場合，
　　　　該当する区分の高い方から６０月（５年）分の調整月額を合計した額となるので，　
　　　　　32,500円(第8区分（５級）)×36月(3年)＝1,170,000円・・・①
　　　　　27,100円(第9区分（４級）)×24月(2年)＝   650,400円・・・②
　　　　　①＋②＝1,820,400円が退職手当の調整額となる。



退 職 手 当 額 計 算 書

平成 18年3月31日

平成 20年9月30日平成 20年4月1日

昭和 29年4月20日

退職手当
の額

氏　名

生年月日・年齢

職　　名

退職理由 定年

65歳

教（一） 5級 20号俸級・号俸

俸給の調整額

俸給月額

俸給の月額

調整数 円30,000

448,600 円

円478,600

a 退職年月日

b 定年に達する日
(誕生日の前日)

c 一定期間該当日
(定年に達する日の6月前)

④ 特定減額前俸給月額に係る減額日のうち最も遅い前日

級・号俸

俸給の調整額

俸給月額

⑤俸給の月額

⑥5条の3適用の俸給の月額(d 割増率×⑤特定減額前俸給の月額)

⑦支給率

⑧（⑤又は⑥)×⑦の支給率

勤続年数(①の勤続年数)

⑨支給率

⑩(退職時の俸給の月額 × (⑨支給率 －⑦支給率))

⑪退職手当の基本額 (⑧＋⑩)

１
号
計
算

２
号
計
算

勤

続

期

間

⑬俸給の月額

俸給月額

俸給の調整額

級・号俸

⑫新制度切替日の前日

⑭5条の3の割増率(bの年齢-⑫の年齢×2%)

⑮5条の3の俸給の月額(⑬の俸給の月額×⑭の割増率)

⑯勤続年数

⑰旧法支給率

B(⑬又は⑮の俸給の月額×⑰の旧法支給率)
 ×新調整率／旧調整率

⑲旧法支給率

勤続年数（①の勤続年数)

⑱5条の3の俸給の月額(⑬の俸給の月額×dの割増率)

俸給の月額(⑬の俸給の月額)

C(⑬又は⑱の俸給の月額×⑲の旧法支給率)

イ（A-C）

ロ ③退職手当の調整額

ハ

D (A－控除額(イ,ロ,ハ)

実勤続期間

区　分

加(除・減)算
期　間

在　職　期　間
加(除・減)算
年　月　数

理由等 実年月数

実年月数理由等

実年月数理由等

実年月数理由等

実年月数理由等

①退職手当額算出の基礎となる勤続年数

適用条項等

支給率

金額

6条の5 ② 退職手当の基本額

俸給表・級 区分 調整月額 期　間 月数 計 ③ 退職手当の調整額

退
職
手
当
の
調
整
額

退
職
手
当
の
基
本
額

 A (②または⑪の退職手当の基本額 ＋ ③の退職手当の調整額)

合 計

②の退職手当の基本額　×　106  /100

部局名: 氏名:

(職員番号: )98443263

d 割増率

俸給の月額

特
定
減
額
前

俸
給
月
額

調整数

調整数

控
除
額

退
職
日
に
か
か
る

退
職
手
当
の
額

新
制
度
切
替
日
前
日
時
点
に
か
か
る退

職
手
当
の
額

５
条
の
２
の
適
用
者
に
係
る
退
職
手
当
の
基
本
額
に
係
る
特
例

退職手当決定額

歳)

歳)

(

( ％歳 )×歳 －(
( b の年齢 － a の年齢 )

～ 年 月33 0

32 年

月 年

月年

年

年

年

月

月

月

５条１項

25,054,710.0000

附則２１項

20,970,792.2700 20,970,792.2700

月月

円円

円

月

円円

月

円

円

円

3,249,000円 円 ＝ 24,219,792.2700＋

円

32,200

円

年

円7,663,563.6300

月

円

円460,100

円427,900

円

号俸6級5教（一）

％

19 年

円

円

円

年

月

円－ ＝

＝

＝

円

円

円

－

／ 100×

円24,219,792

円

号俸級

円

円

円

円

月

月

円月－ 月)＝

＝

円 ×(

円＋円

教授

0 3.000

年

月6 0年 -

月

月

月

月

年

年

年

休職等期間１／２除算

～

～

～

～

教育職本給表（一）5 級 06 54,150 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

60 3,249,000 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

51 歳)(

勤続年数(④までに係る勤続年数) 年

／ 100
基本給月額

3,249,0003,249,00060 円

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

清水　洋一

清水　洋一教育学部

20,970,792.2700

～

法

附
　
則
　
４

条

法

附

則
　
３
　
条

5条
の3

2

2

％ ＝

43.8169552.35

調整率(新調整率 / 旧調整率) 83.7 / 100

勤続9年以下自己都合退職
者、非違による退職者は
なし。

勤続4年以下自己都合以
外の退職者及勤続10年以
上24年以下の自己都合退
職者については左記退職
手当の調整額の合計
額1/2相当額。

83.7

19.9

琉大　太郎

昭和○○年○月○日

○　○　学　部 琉大　太郎
12345678

１年未満切り捨て

①

②

③

平成 3年4月1日 令和 6年3月31日

H 31.04 ～ R06.3

月給制・年俸制問わず教員は全員教（一）

14

※

※教（一）に再計算した俸給表及び級号数



退職手当に係る税金について

退職手当額※1 

※1 総支給額のこと。辞令で通知します。

振 込 額※2 源泉徴収額 

※2 口座に振り込まれる額のこと。

所得税額 

市町村民税 

都道府県民税 

特別徴収（市･県） 

共済貸付金等 
（該当者のみ）
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（１） 退職手当に係る税金の概要

① 退職手当には所得税と市町村民税及び道府県民税がかかりますが、これらの税

金は長年の勤務に対する報酬的給与、老後の生活保障的な所得であることなどが

考慮され、その他の給与所得とは別個に税率を計算する分離課税方式が採られて

います。

②� また、退職所得金額の計算に当たっては、その人の勤続年数に応じて大幅な退職

所得控除額という控除が設けられ、税の負担が軽くなるよう特別の配慮がされて

います。

（２） 退職手当に係る税金

 税金は退職手当の支払を受ける際に徴収され、所得税法に基づく所得税は税務署へ、

市町村民税及び道府県民税は、それぞれの市町村へ納付されます。 

 退職手当受給者には「退職手当の源泉徴収票」及び「退職手当支給調書」を交付しま

す。この手続きで課税関係は終了しますので、原則として確定申告をする必要はあり

ません。 

（３） 所得税の計算

所得税の計算については、下記をご確認ください。 

① 特定役員(※3)としての勤続年数が �5 年以下の場合

→給与支給係に直接お問合せください

② 勤続年数 �5�年以下かつ「（退職手当額）－（退職所得控除額）＞3,000,000 円」の場合

→ P17、18 計算シート A でご確認ください

③ ①②に該当しない場合

→ P19、20 計算シート B でご確認ください

※3（特定役員）

Ⅰ 法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事、清算人や法人の経営に従事している者で一定の者

Ⅱ 国会議員や地方公共団体の議会の議員

Ⅲ 国家公務員や地方公務員

（４） 市町村民税及び道府県民税の計算

市町村民税及び道府県民税は下記の式で求めます。 

市町村民税 ＝  （課税する退職所得の金額×６％） 

道府県民税 ＝  （課税する退職所得の金額×４％） 
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税金の計算例Ａ(短期退職手当) 
※勤続年数 5 年以下かつ「（退職手当額）－（退職所得控除額）＞ 3,000,000 円」の場合、 

短期退職手当等の計算になる。

１．所得税の計算 

退職する職員の 

勤続年数が  ５年０月(※)
  退職手当の金額が  6,000,000 円  の場合 

(1)上記例の場合、勤続年数は５年（１年未満の端数切り上げ）を、

21 ページ上段の「源泉徴収のための退職所得控除額の表」にあてはめると、

 退職所得控除額は  2,000,000 円 

（退職手当額） （退職所得控除額）

6,000,000 円－2,000,000 円＝4,000,000 円 ＞ 3,000,000 円(※)

(2)課税する退職所得の金額は

（退職手当額） （退職所得控除額）

1,500,000 円＋｛6,000,000 円－（3,000,000 円＋2,000,000 円）｝＝2,500,000 円 
（千円未満切り捨て） 

(3)課税する退職所得金額 2,500,000 円を、22 ページ上段の「退職所得の源泉徴収

税額の速算表」の算式に従って税額を求めたのが退職所得の源泉徴収税額です。

 （控除額） 

（ 2,500,000 円×10％－97,500 円 ）×102.1％＝155,702 円 
（１円未満切り捨て）・・・①

２．市町村民税及び道府県民税の計算 

課税する退職所得の金額（上記(2)で計算した額） 2,500,000 円  を基礎に計算

市町村民税 2,500,000 円×６％ ＝ 150,000 円・・・②（百円未満切り捨て） 

道府県民税 2,500,000 円×４％ ＝ 100,000 円 ・・・③（百円未満切り捨て） 

３．源泉徴収額（＝①＋②＋③） 

155,702 円＋150,000 円＋100,000 円 ＝405,702 円（源泉徴収額） 

４．振込額 

（退職手当額） （源泉徴収額） （振込額） 

6,000,000 円 － 405,702 円 ＝ 5,594,298 円
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計算シートＡ(短期退職手当) 
 

１．所得税の計算 

 

     退職する職員の 

              勤続年数が            年  月  

         退職手当の金額が              円  の場合 

 

(1)上記例の場合、勤続年数は    年（１年未満の端数切り上げ）を、 

   21 ページ上段の「源泉徴収のための退職所得控除額の表」にあてはめると、 

           退職所得控除額は         円 

 

    （退職手当額）  （退職所得控除額） 

（       円－      円）＝       円 

 

(2)課税する退職所得の金額は 

             （退職手当額）         （退職所得控除額） 

1,500,000 円＋｛    円－（3,000,000 円＋      円）｝＝     円 

                                                        （千円未満切り捨て） 

 

(3)課税する退職所得金額      円を、22 ページ上段の「退職所得の源泉徴収

税額の速算表」の算式に従って税額を求めたのが退職所得の源泉徴収税額です。 
 

                          （控除額） 

（    円 ×  ％－    円 ） × 102.1％＝    円                                

（１円未満切り捨て）→① 

２．市町村民税及び道府県民税の計算 

 

 課税する退職所得の金額（上記(2)で計算した額）       円  を基礎に計算 

 

 市町村民税 ＝（     円×６％ ）＝    円 →②（百円未満切り捨て） 

 道府県民税 ＝（     円×４％ ）＝    円 →③（百円未満切り捨て） 

 

３．源泉徴収額（＝①＋②＋③） 

     円＋     円＋     円 ＝     円（源泉徴収額） 

 

４．振込額 

    （退職手当額）            （源泉徴収額）         （振込額） 

             円 －     円 ＝       円 
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税金の計算例Ｂ 

 

１．所得税の計算 

 

    退職する職員の 

              勤続年数が            ３６年１０月 

         退職手当の金額が       21,546,738 円  の場合 

      

(1)上記例の場合、勤続年数は３７年（１年未満の端数切り上げ）を、 

   21 ページ上段の「源泉徴収のための退職所得控除額の表」にあてはめると、 

           退職所得控除額は  19,900,000 円 
            

（退職手当額） （退職所得控除額）  
21,546,738 円－19,900,000 円＝1,646,738 円 

 

 

(2)課税する退職所得の金額は 
 
                   （退職手当額） （退職所得控除額）  
  課税する退職所得金額＝（21,546,738 円－19,900,000 円）×１／２＝823,000 円 

                                                        （千円未満切り捨て） 

 

(3)課税する退職所得金額 823,000 円を、22 ページ上段の「退職所得の源泉徴収税

額の速算表」の算式に従って税額を求めたのが退職所得の源泉徴収税額です。 
 

                  （控除額） 

（ 823,000 円×5％－0 円 ）×102.1％ ＝ 4２,014 円（１円未満切り捨て）・・① 
 

                                          
２．市町村民税及び道府県民税の計算 

 

 課税する退職所得の金額（上記(2)で計算した額） 823,000 円  を基礎に計算 

 

市町村民税  823,000 円×６％ ＝ 49,300 円 ・・・②（百円未満切り捨て） 

道府県民税  823,000 円×４％ ＝ 32,900 円 ・・・③（百円未満切り捨て） 

 
 

３．源泉徴収額（＝①＋②＋③） 
 

42,014 円＋49,300 円＋32,900 円 ＝124，214 円（源泉徴収額） 

 

 

４．振込額 

          （退職手当額）      （源泉徴収額）       （振込額） 

 21,546,738 円 － 124,214 円 ＝ 21,422,524 円
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計算シートＢ 

 

１．所得税の計算 

 

     退職する職員の 

              勤続年数が            年  月 

         退職手当の金額が              円  の場合 

 

(1)上記の場合、勤続年数は    年（１年未満の端数切り上げ）を、 

   21 ページ上段の「源泉徴収のための退職所得控除額の表」にあてはめると、 

           退職所得控除額は         円 

 

   （退職手当額）  （退職所得控除額） 

（      円－    円）＝    円 

 

(2)課税する退職所得の金額は 

                   （退職手当額）  （退職所得控除額） 

 課税する退職所得金額＝（      円－    円）×１／２＝    円 

                                                        （千円未満切り捨て） 

 

(3)課税する退職所得金額      円を、22 ページ上段の「退職所得の源泉徴収

税額の速算表」の算式に従って税額を求めたのが退職所得の源泉徴収税額です。 

                          （控除額） 

（    円 ×  ％－    円 ） × 102.1％＝    円                             

（１円未満切り捨て）→① 

２．市町村民税及び道府県民税の計算 

 

 課税する退職所得の金額（上記(2)で計算した額）       円  を基礎に計算 

 

 市町村民税 ＝（     円×６％）＝    円  →②（百円未満切り捨て） 

 道府県民税 ＝（     円×４％）＝     円 →③（百円未満切り捨て） 

 

３．源泉徴収額（＝①＋②＋③） 

 

     円＋     円＋     円 ＝     円（源泉徴収額） 

 

４．振込額 

      （退職手当額）           （源泉徴収額）          （振込額） 

              円 －     円 ＝       円 
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源泉徴収のための退職所得控除額の表（令和 6年分）
（所得税法別表第六）

（注）この表における用語の意味は、次のとおりです。
1　「勤続年数」とは、退職手当等の支払を受ける人が、退職手当等の支払者の下においてその退職手当等の支払の
基因となった退職の日まで引き続き勤務した期間により計算した一定の年数をいいます（所得税法施行令第69条）。
2 　「障害退職の場合」とは、障害者になったことに直接基因して退職したと認められる一定の場合をいいます（所
得税法第30条第 6項第 3号）。

　　 3　「一般退職の場合」とは、障害退職の場合以外の退職の場合をいいます。
（備考）

1　退職所得控除額は、 2に該当する場合を除き、退職手当等に係る勤続年数に応じ「勤続年数」欄の該当する行に
当てはめて求めます。この場合、一般退職のときはその行の「退職所得控除額」の「一般退職の場合」欄に記載さ
れている金額が、また、障害退職のときはその行の「退職所得控除額」の「障害退職の場合」欄に記載されている
金額が、それぞれその退職手当等に係る退職所得控除額です。
2　所得税法第30条第 6項第 1号（退職所得控除額の計算の特例）に掲げる場合に該当するときは、同項の規定に準
じて計算した金額が、その退職手当等に係る退職所得控除額です。

勤続年数
退 職 所 得 控 除 額

勤続年数
退 職 所 得 控 除 額

一般退職の場合 障害退職の場合 一般退職の場合 障害退職の場合

₂年以下

₃　年
₄　年
₅　年
₆　年
₇　年
₈　年
₉　年
10　年
11　年
12　年
13　年
14　年
15　年
16　年
17　年
18　年
19　年
20　年
21　年
22　年
23　年

千円
800

1,200
1,600
2,000
2,400
2,800
3,200
3,600
4,000
4,400
4,800
5,200
5,600
6,000
6,400
6,800
7,200
7,600
8,000
8,700
9,400
10,100

千円
1,800

2,200
2,600
3,000
3,400
3,800
4,200
4,600
5,000
5,400
5,800
6,200
6,600
7,000
7,400
7,800
8,200
8,600
9,000
9,700
10,400
11,100

24　年
25　年
26　年
27　年
28　年
29　年
30　年
31　年
32　年
33　年
34　年
35　年
36　年
37　年
38　年
39　年
40　年

41年以上

千円
10,800
11,500
12,200
12,900
13,600
14,300
15,000
15,700
16,400
17,100
17,800
18,500
19,200
19,900
20,600
21,300
22,000

22,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

千円
11,800
12,500
13,200
13,900
14,600
15,300
16,000
16,700
17,400
18,100
18,800
19,500
20,200
20,900
21,600
22,300
23,000

23,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

（※）1 �　一般退職手当等とは、退職手当等のうち、短期退職手当等及び特定役員退職手当等のいずれにも該当しないも
のをいいます。
2　短期退職手当等とは、短期勤続年数（役員等以外の者として勤務した期間により計算した勤続年数が 5年以下で
あるものをいい、この勤続年数については、役員等として勤務した期間がある場合には、その期間を含めて計算し
ます。）に対応する退職手当等として支払を受けるものであって、特定役員退職手当等に該当しないものをいいます。
3 　特定役員退職手当等とは、役員等としての勤続年数（以下「役員等勤続年数」といいます。）が 5年以下である
人が支払を受ける退職手当等のうち、その役員等勤続年数に対応する退職手当等として支払を受けるものをいいます。

（注）1　課税退職所得金額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。
2 　本年中に一般退職手当等、特定役員退職手当等又は短期退職手当等のうち 2 以上の退職手当等がある場合の課
税退職所得金額の計算方法については、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載している「短期退職
手当等Q&A」をご確認ください。

課税退職所得金額の算式の表（令和 6年分）
退職手当等の区分 課 税 退 職 所 得 金 額
一般退職手当等（※1）（※1）

の場合 （一般退職手当等の収入金額 − 退職所得控除額）× 1―2

短期退職手当等（※2）（※2）

の場合

① 短期退職手当等の収入金額－退職所得控除額≦300万円の場合

（短期退職手当等の収入金額 − 退職所得控除額）× 1―2
② 短期退職手当等の収入金額－退職所得控除額＞300万円の場合
150万円＋｛短期退職手当等の収入金額 − （300万円＋退職所得控除額）｝

特定役員退職手当等（※3）（※3）

の場合 特定役員退職手当等の収入金額－退職所得控除額
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退職所得の源泉徴収税額の速算表（令和 6年分）
課税退職所得金額A 所得税率B 控除額C 税額=（A×B−C）×102.1％

 1,950,000円以下 ₅％ ―　　 （A×₅％　　　　　　）×102.1％
1,950,000円超  3,300,000円 〃 10％ 97,500円 （A×10％−   97,500円）×102.1％
 3,300,000円〃  6,950,000円 〃 20％ 427,500円 （A×20％−  427,500円）×102.1％
 6,950,000円〃  9,000,000円 〃 23％ 636,000円 （A×23％−  636,000円）×102.1％
 9,000,000円〃 18,000,000円 〃 33％ 1,536,000円 （A×33％−1,536,000円）×102.1％
18,000,000円〃 40,000,000円 〃 40％ 2,796,000円 （A×40％−2,796,000円）×102.1％
40,000,000円〃 45％ 4,796,000円 （A×45％−4,796,000円）×102.1％

（注）求めた税額に 1円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。

月額表の甲欄を適用する給与等に対する源泉徴収税額の電算機計算の特例

　給与所得に対する源泉所得税及び復興特別所得税の額は、「給与所得の源泉徴収税額表」によって求めるこ
とができますが、その給与等の支払額に関する計算を電子計算機などの事務機械によって処理しているときは、
月額表の甲欄を適用する給与等については、以下の別表（別表第一〜別表第四）を用いて源泉所得税及び復興
特別所得税の額を求めることができる特例が設けられています。

〔源泉徴収税額の計算方法〕
　その月の社会保険料等を控除した後の給与等の金額Aから、別表第一により算出した給与所得控除の額及び
別表第三により求めた基礎控除の額並びに別表第二に掲げる配偶者（特別）控除の額及び扶養控除の額の合計
額を控除した残額（課税給与所得金額B）を、別表第四に当てはめて源泉徴収すべき税額を求めます。

〔電子計算機等を使用して源泉徴収税額を計算する方法（平成24年3月31日財務省告示第116号（令和３年３月31
日財務省告示第89号改正））（令和 6 年分）〕

配 偶 者（ 特 別 ）控 除 の 額 31,667円
扶 養 控 除 の 額 31,667円×控除対象扶養親族の数

別表第二
（注）給与所得控除の額に１円未満の端数があるときは、これを切り上げた額をもってその求める給与所得控除の額とします。

その月の社会保険料等控除後の給与等の金額A 給 与 所 得 控 除 の 額以　　上 以　　下
円 円

――― 135,416 45,834円
135,417 149,999 A×40 ％− 8,333円
150,000 299,999 A×30 ％＋ 6,667円
300,000 549,999 A×20 ％＋36,667円
550,000 708,330 A×10 ％＋91,667円
708,331 円　　以　上 162,500円

別表第一

その月の社会保険料等控除後の給与等の金額A 基 礎 控 除 の 額以　　上 以　　下
円 円

―――　 2,162,499 40,000円
2,162,500 2,204, 166 26,667円
2,204,167 2,245, 833 13,334円
2,245,834 円　　以　上   0円

別表第三

その月の課税給与所得金額B 税　額　の　算　式以　　上 以　　下
円 円

――― 162,500 B× 5.105 ％
162,501 275,000 B×10.210 ％−　8,296円
275,001 579,166 B×20.420 ％− 36,374円
579,167 750,000 B×23.483 ％− 54,113円
750,001 1,500, 000 B×33.693 ％−130,688円
1,500,001 3,333, 333 B×40.840 ％−237,893円
3,333,334 円　　以　上 B×45.945 ％−408,061円

（注）税額に10円未満の端数があるときは、これを四捨五入した額をもってその求める税額とします。

別表第四
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退職時に給与所得に係る住民税（月割額）の残額がある場合 

 給与所得者等に対する住民税は、通常給与の支払いの際、市町村から送付される「年税額
通知書」に基づき毎月の給与から徴収する（特別徴収）ことになっています。 
 これは、前年中（1 月～12月）の給与所得等を課税標準として、その翌年度に課税する方
法がとられ、6 月から翌年の 5 月までの 1 年間で徴収することになっています。 
 このことから、3 月において退職すれば、4 月、5 月分の 2 か月分が残ることになります
ので、退職時に 2か月分を一括徴収いたします。 

なお、徴収方法は、退職した日がいつであるかによって、採用すべき方法が異なります。 
退職する日が 
・1 月から 5 月までの間に退職した場合 → 一括徴収（退職金で徴収）
・6 月から 12 月までの間に退職した場合 → 普通徴収

普通徴収とは、市町村から直接給与所得者本人に送付される納税通知書に基づき、本人が銀
行やコンビニ、役所等で納付する方法をいいます。 

※ 退職後（2024年 6月以降）の市町村民税の額は、翌年の 2025 年 5 月分まで、退職する
月に支払っていた額に近い金額が市町村より請求されますので、ご注意ください。

2024.3.31

住民税は1/1～12/31までの所得等に対し、翌年6/1～翌々年5/31まで納付

2023.1.1 2023.12.31 2024.6.1 2025.5.31

退職在職中の給与所得等 住民税の納付期間
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問い合わせ先

【退職手当額の算定に関すること】 

【担当】総務部人事企画課給与係 

電 話：8025、2017 

E-mail：jnkyuyo@acs.u-ryukyu.ac.jp

係 URL ：https://hrps.skr.u-ryukyu.ac.jp/0_main/トップページ/給与係/退職手当/ 

「学内広報」→「学内サイト」→「人事企画課」→「給与係」 

上記 URL にて、「本給月額」「本給の調整額」について確認できます。 

【退職手当の支給・税金等に関すること】 

【担当】総務部職員課給与支給係 

  電 話：8062、2061 

E-mail：jnsikyu@acs.u-ryukyu.ac.jp
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